
様式 Ａ－３２－１【作成上の注意 別紙】 

 

支 出 費 目 別 の 注 意 事 項 

支出費目 品名等（例） 注 意 事 項 

物 品 費 パソコン、デジタルカメラ、 

実験用機器、図書（単行本やバ

ックナンバーの揃っている雑

誌類）、試薬品、ＣＤ－Ｒ、 

用紙類、文房具、電子器具部品、

ガラス器具、実験用動物、試料 

○物品費について、所属する研究機関に補助金の管理を委任した研究代

表者にあっては、所属機関の規程に従って取り扱ってください。 

○個人で補助金を管理する研究代表者にあっては、補助事業の遂行に関

係のない机、いす等の什器類及び複写機等は購入してはなりません。 

○購入しようとする設備備品については、単に平成３１年度（２０１９

年度）中に納品されるだけでなく、年度内に十分使用できるよう納入業

者等との打合せを行い、特に年度末に納入される等、事実上研究できな

いような事態にならないよう留意してください。 

○「その他」、「雑」、「予備」といった不明確な表現はしないでください。 

○１０万円以上の設備備品を購入した場合、３月３１日までに学校その

他の教育又は研究の施設に寄付してください。具体の寄付の方法は、寄

付先の施設で定めている手続き方法に従ってください。 

旅   費 調査旅費、資料収集旅費、 

研究打合せ旅費 

○研究代表者及び研究協力者の海外・国内出張のための経費を旅費とし

て支出することができます。 

○旅費について、所属する研究機関に補助金の管理を委任した研究代表

者にあっては、所属機関の支給規程に従って取り扱ってください。 

○個人で補助金を管理する研究代表者にあっては、交付内定通知の別紙

５「独立行政法人日本学術振興会旅費規程」の「７等級以下の職員」の

区分を参考にしてください。 

 なお、具体的（一部抜粋）には次を参考としてください。 

 １．出発地と用務地について 

   出発地：研究課題を通常実施している勤務先又は自宅の最寄駅

（最寄がバス停の場合はバス停） 

   用務地：用務先の最寄駅（JR、私鉄、地下鉄、空港の駅。路面電

車・バス停は含まない。） 

２．交通費について 

  ・出発地～用務地間は、効率的かつ経済的な通常の経路で移動し

てください。 

   ・出発地～用務地間の交通費は実費精算としてください。 

・新幹線の場合、グランクラス、グリーン料金は使用できません。 

   ・急行及び特急料金は片道 50㎞以上で使用できます。 

   ・航空賃は、特段の事情がない限り、割引料金を基本としてくだ

さい。 

   ・航空機の場合、特別席（クラス J、ファーストクラス、プレミ

アムクラス等）の運賃を補助金から支出することはできませ

ん。 

   ・自家用車による経費は「その他」に計上してください。 

 ３．日当について 

   ・日 当：（国内旅費）１日 ２，０００円 

        （外国旅費）１日 ３，５００円（丙地方） 

    ※外国旅費の具体的な地方区分は日本学術振興会にお問い合

わせください。 

・日当は以下のとおり構成されています。 

    昼食代（日当の１／２） 



    用務地である地域内を移動する場合の交通費（日当の１／２） 

    （例：用務地から用務先までのバス巡回費、用務先から宿泊先

までの交通費等） 

   ・用務地内の移動費を実費精算する場合や短時間の出張の場合等

にあっては、日当が上記の構成とされていることに鑑み、適切

に日当調整してください。 

 ４．宿泊料について 

   ・宿泊料の上限額：（国内旅費）１泊 １１，０００円 

            （外国旅費）１泊 １２，０００円（丙地方） 

    ※外国旅費の具体的な地方区分は日本学術振興会にお問い合

わせください。 

   ・宿泊料は以下のとおり構成されています。 

    夕食代（日当の１／２） 

    朝食代（日当の１／２） 

    宿泊料金（宿泊料から夕食代及び朝食代を除いた額） 

   ・出張パック等を利用する場合は、宿泊料も旅行金額に含まれて

おりますので、当該「宿泊料」の計上はできません（宿泊料の

二重払いになります）。 

   ・機内泊の場合、宿泊料は発生しません。 

 ５．雑費について 

   外国出張の場合、予防注射、旅券の交付手数料及び査証手数料並

びに旅客サービス施設使用料及び入出国税を「雑費」として補助金

から支出できます。 

 

注意：食卓料は「機内泊する場合でかつ機内食の提供がない場合」等、

特殊なケースでしか適用されません。通常は使用しない項目で

すので誤って計上しないようご注意ください。 

○補助事業期間終了後の出張については、３月３１日までに前払いした

としても、補助事業期間中に旅行の事実を確認できないため、補助金か

ら支出することはできません。 

○他の者に資料収集、アンケート回収等の協力を依頼した場合の出張に

要する経費は、「旅費」として取り扱うのではなく、出張に要した経費

を含め協力に対する「謝金」として取り扱ってください。 

○通勤手当は旅費に含みません。 

人件費・謝金 研究資料の整理、 

調査資料の整理、 

実験補助 

○人件費・謝金について、所属する研究機関に補助金の管理を委任した

研究代表者にあっては、所属機関の支給規程に従って取り扱ってくださ

い。また、個人で補助金を管理する研究代表者にあっては、勤務先、各

大学等で定める謝金単価を参考とし、社会通念上妥当な金額を支出する

ようにしてください。 

○研究資料の整理等「研究補助業務」を依頼する場合は、作業従事者氏

名、作業日時、作業務内容を出勤表等で控えてください。（出勤表は各

自で用意してください。） 

○謝金の支出に係る証拠書類（振込明細、現金の場合は相手方から徴収

した領収書等）を確実に保管してください。 

○謝礼品を研究協力者に支出する場合、菓子等の食品類は避け、安価な

文房具等にするようにしてください。図書券等の換金性の高い金券類を

支払う場合は、謝金と同様、領収書を徴収する等、特に取り扱いに留意

するよう注意してください。 

○大勢に謝礼品を配付する場合は、誰に謝礼品を配付したのかが分かる



よう配付先リストを証拠書類として保管するようにしてください。 

○研究代表者の人件費・謝金を補助金から支出することはできません。 

○手土産代を補助金から支出することはできません。 

そ の 他 印刷費、複写費、現像・焼付費、 

通信運搬費、交通費、 

レンタル費用、会議費（会場 

借料等）、学会誌への投稿料 

○郵送費として郵便切手を購入する場合は、送付先を控えておくように

してください。 

なお、当該研究課題の事務処理費用（交付申請書、実績報告書の郵送

費用等）に補助金を使用することはできません。 

○通信費、レンタル費用等は当該研究課題の遂行に必要な分を十分考慮

し、必要な分のみ契約してください。 

○補助事業期間終了後に開催される学会の学会参加費については、３月

３１日までに前払いしたとしても、学会参加の事実を補助事業期間中に

確認できないため、補助金から支出することはできません。 

○自己研鑚のための費用（資格取得費用、スキルアップ研修費用等）を

補助金から支出することはできません。 

○繰越金等を日本学術振興会へ返金する場合に生じる振込手数料を補

助金から支出することはできません。 

○ATM 等での現金引き出しに伴う時間外手数料は、補助金から支出す

ることはできません。また、手数料が発生する支払い方法はやむを得な

い場合を除き避けるようにしてください。 

 

 


